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Wi-Fi パケットセンサを用いた関西広域流動解析手法の研究 
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関西空港調査会の 2021 年度調査研究を通じて、関西国際空港、大阪国際空港、神戸空

港の関西三空港に Wi-Fi パケットセンサを設置し、リアルタイム計測環境の整備を行

ったが、センサ数の制約から到着側施設への設置に留まり、限られた範囲における流動

把握であった。2022 年度調査研究では、関西三空港に設置するセンサを増強するとと

もに、広域流動コンソーシアムとの連携強化を図り、空港と主要ターミナル間の交通流

動を計測する広域センサネットワークが実現された。本調査研究では、関西三空港を中

心としてセンサを継続運用し、コンソーシアムと連携して関西エリアの交通拠点間の

リアルタイム広域流動分析およびモニタリングを可能とした。 
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１．はじめに 

 

 Covid-19 の影響により、激減した空港需要

が回復する中、ポストコロナ社会やスーパー

メガリージョン構想等を見据え、需要変化に

対する機動性・即応性の高い輸送サービスの

実現が望まれる。このためには関西圏の交通

を支える関係機関と連携することが求められ

る。 
著者らは、関西空港調査会の 2021 年度調査

研究助成事業を通じて、関西国際空港、大阪

国際空港、神戸空港の関西三空港に Wi-Fi パ
ケットセンサを設置し、リアルタイム計測環

境整備を実施した。この背景には、コロナ回

復期における移動パターンや時間の変化、都

市間における所要時間の把握や 2025 年開催

まで 2 年に迫っている大阪・関西万博に向け

て、空の窓口である空港を中心とした旅客流

動の把握を視野に入れたものであった。 
しかしながら、センサ数の制約から空港の

到着施設側へのセンサ設置に留まり、より広

域な流動把握のためには、センサ増強が必要

であった。 
そうした背景を踏まえ、プライバシー保護・

個人情報保護法に準拠しつつ、関西三空港の

出発施設側にもセンサ設置し、関西圏の主要

地点における旅客流動をリアルタイム、かつ

広域に計測する流動解析手法および広域流動

計測基盤を構築することが目的である。 
本研究で使用する Wi-Fi パケットセンサは、

Wi-Fi 接続機能を ON にしているスマートフ

ォンやゲーム機（機器）が発している電波（パ

ケット）を受信し、人や車の流動解析を行う

システムである。パケットに含まれるMACア

ドレス、取得時刻、取得位置を突合解析する

ことで、多様な交通流動解析を行うことがで

きる。パケットに含まれる機器固有の情報は、

それ単独では個人の特定を行うことはできな

い。しかし、狙った個人を追跡して MAC ア

ドレスを取得する等、悪意を持って個人情報

との紐付けが行われた場合には、個人の行動

追跡が可能となる。そこで取得した MAC ア

ドレスをセンサ内で一方向ハッシュ関数によ

り変換し、匿名化を行った上で分析処理を行

っている。 
 
２．関西三空港のセンサ運用継続と追加設置 

 

関西国際空港には 2021 年度調査研究によ

り、①2F 国内線ロビーと②関西空港駅の 2 ヵ

所にセンサを設置していた。既設センサは、

本委託研究期間中は稼働状況の常時モニタリ

ングを行い、システムでの遠隔で監視をして

いた。 



 

図 1 設置したセンサの遠隔モニタリング画面 

 
図 2 関西国際空港 2F 国内線発着ロビーの計測結果 

 
図 1 はセンサの稼働状況を遠隔モニタリン

グする画面である。センサに異常が発生しデ

ータの取得が停止すると、Status が赤に変化す

る。5 番から 9 番までのセンサが 2022 年度に

追加したセンサである。 
図 2 は関西国際空港国内線発着ロビーの計

測結果を示している。年間を通して、計測を

行っており、2022 年 10 月よりコロナ対策の

緩和を受けて、利用者が急増している様子が

記録されている。2022 年 9 月 19 日は台風 14
号の影響による欠航等が発生し、利用者が減

少している。このように、既設のセンサを 2021
年度から継続運用することで、コロナからの

利用者増等の長期的な観測データを得ること

を可能である。 

本年度の調査研究では、各空港運営会社の

支援のもと、以下に示す 5 つのセンサを増設

した。具体的な設置個所は以下に示す通りで

ある。 

・伊丹空港   2F JAL 出発ロビー  
・伊丹空港   2F ANA 出発ロビー 
・関西国際空港 4F 国際線出発ロビー  
・関西国際空港 1F 国際線到着ロビー  
・神戸空港   2F 出発ロビー 
 

３．関西広域流動解析基盤との連携 

 

関西三空港へ設置した 9 つのセンサでの解

析の動きとは別に、関西圏では多くの交通事

業者や自治体、大学等の研究機関が独自の目

的で交通ターミナルや主要観光地に多数のセ

ンサを設置している。これら複数の主体が設

置しているセンサのデータを集約化し、広域

的な流動を解析することができれば、さまざ

まな社会課題の解決に活用できる。このよう

な認識のもとに、広域流動解析を実現するた

めの組織「関西広域流動解析コンソーシアム」

が 2022 年 2 月 4 日に設立された。



 

図 3 関西広域流動解析コンソーシアムにおいて運用するセンサ 
 
コンソーシアムでは、規約の第 2 条に目的

として、下記のように定められている。 
コンソーシアムは、会員等が設置する

WiFi/Bluetooth パケットセンサから得られ

るデータを活用し、社会が抱える課題解決

を図るため、広域的な人の動きを観測する

センサーネットワークを実現し、広域流動

解析基盤の構築と運営を行うことを目的と

する。 
この目的の達成のための主な事業として、

①関西圏における人の動きの広域流動解析を

実現する「広域流動解析基盤」の構築、②広域

流動解析基盤を活用した解析システムと解析

結果の可視化システムの構築、③上記①②の

解析結果の活用が期待されており、関西三空

港に設置したセンサおよび収集されるデータ

は、その一端の役割を担う。 
なお、2023 年 3 月末現在で、関西広域流動

解析コンソーシアムが連携運用するセンサは、

次の 28 基であり、その位置を図 3 に示す。 
 関西広域流動解析コンソーシアムに参加表

明をした各機関の保有する Wi-Fi/Bluetooth 
パケットセンサが取得するデータレコードを

調査すると、1 日の最大レコード数は 1300 万

レコードを越えるデータ量である。このレコ

ードには、MAC アドレスをランダマイズした

データも含まれていることから、ランダマイ

ズフィルタによりこれらレコードを除去して

解析対象データの圧縮化を行う必要がある。

関西広域流動解析に参加する各機関はそれぞ

れ独立したサーバに自機関のデータを蓄積し

ており、関西三空港のデータを蓄積している

サーバにおいても、サーバ負荷を低減するた

め、広域流動解析サーバとのインタラクショ

ン数を低減させる必要が生じる。そこでサー

バ上の処理対象とするセンサのデータを抽出

し、広域流動解析サーバに集約するにあたり、

多段階でデータの読み込みを行うことで負荷

低減を図ることとした。 
広域流動解析サーバ側では、読み込まれた

データは解析内容に従い必要なデータをメイ

ンメモリに転送し、高速に解析処理を実行す

る仕組みが構築されている。以上のような技

術的な対応を行うことにより、円滑に関西三

空港のデータを広域流動解析サーバに集約し、

連携解析を実現させることに成功している。 
なお、コンソーシアムの活動内容や組織につ

いては、関西広域流動解析コンソーシアムの

ホームページ（https://www.jriss.jp/kpfa-home）
に掲載されている。



 

図 4 関西国際空港駅における推移 

 

図 5 センサ間 OD の弦グラフ 

 

４．関西三空港とターミナル間の流動分析 

 

 関西三空港と関西の主要ターミナル間の流

動を分析しており、以下にその分析結果の一

部を掲載する。関西広域流動解析基盤におい

て解析されたデータは、Web 画面上でダッシ

ュボードを用いることで、任意のタイミング

で参照可能となっている。図 4 は関西国際空

港駅の「訪問者数・住人数 (日次)」画面であ

るが、2022 年 10 月の水際対策見直し以降か

らの増加傾向を顕著にみること、2023 年 1 月

25 日に関空連絡橋通行規制に伴い、空港利用

者が鉄道に転換した結果、一時的な観測増加

を確認出来る。 
 地点間流動量の変化として、起終点（OD）

解析結果を図化した弦グラフにより、今年

（2023 年 3 月 25 日）と昨年（2022 年 8 月 27
日）を比較すると、関西空港（関西国際空港駅

及び空港設置センサをグループ化したもの）

の流動が大きく増加していることが分かる。

なお、円弧の長さが各センサのセンサ間流動

量を示す。 
 

５．空港運営事業者への分析結果の還元 

コロナの影響・検査強化・渡航制限 

年末年始期間の利
用客は若干の減少 

2022 年 10 月 11 日 
水際対策見直し 

1 月 25 日、関空連絡橋（道路）通行規制
により、リムジンバスや自家用車が鉄道に転換 

水際対策緩和
後、急増 台風 14号 

2022 年 7 月 7 日 
外国人観光客受入再開 

堅調に
増加 



関西広域流動解析基盤による解析結果や、

三空港設置センサの取得状況及び解析結果は、

リアルタイムに可視化され WEB ダッシュボ

ード（図 6）を通して提供される。加えて、三

空港に設置された全 9 台のセンサのデータに

ついては、週次で生成される raw データから

より詳細な分析を行うことも可能である。 
それぞれのダッシュボードは 2023 年 3 月

末時点で図 6 のスクリーンショットの通りと

なっており。サーバにおいて収集されるデー

タ項目は、データレコード番号、タイムスタ

ンプ（UNIXTIME）、匿名化 MAC アドレス、

センサ ID、シーケンス番号、OUI、RSSI であ

る。このうち、匿名化 MAC アドレスは一定期

間ごとに変化するソルトと MAC アドレスで

生成したハッシュ値であり、ソルトは保存し

ていないため、一定期間経過後 MAC アドレ

スとの照合は不可能である。OUI はネットワ

ーク機器の物理アドレスである MAC アドレ

スの前半部にあたり、メーカーごとに割り当

てられる番号である。標準化団体の IEEE が一

元的に管理し、通信機器メーカーなどに発行

している。RSSI は、受信信号強度を示すもの

である。 
 

 
図 6 ダッシュボード TOP 画面 

 

解析画面の一部を以下より概説する。図 7
は、日次の定期処理により、異なる 2 地点（エ

リア）に設置されたセンサで観測された対象

ID から OD 解析（Origin-Destination：起終点）

を行った結果が表示される。前日までの任意

の日を指定して OD 表の表示及び CSV データ

のダウンロード、時間別で表示・ダウンロー

ドも可能である。 

 
図 7 起終点解析結果画面（OD 表）と CSV 

 

 

図 8 地点間所要時間 

 
起終点（OD）解析と同様に、2 地点で観測

された同一 ID から地点間の移動に要した時

間を算出することが可能であり、滞在時間と

同様に図化したものが下図である。日付・発

地センサ・着地センサを指定することで、該

当する結果が表示され、CSV データをダウン

ロードすることも可能となっている。 
 図 9 は地点間所要時間のうち、図 8 の地点

間所要時間解析結果から上位 10％を抽出し、

このうちの平均所要時間を算出（分単位）の

 

 

2023/03/31 09:00|場所,伊丹空港,神戸空港,関西空港,JR 京都駅,JR 大阪駅,奈良,阪神尼崎駅,JR 尼崎

駅,南海なんば駅,近鉄大阪難波駅,近鉄大阪上本町駅,JR 三ノ宮駅,阪神大阪梅田駅,阪神神戸三宮駅,

域外,合計 

伊丹空港,0,15,289,70,253,49,25,23,55,36,40,38,53,43,1730,2719 

神戸空港,5,0,24,12,13,2,0,2,2,2,0,2,4,3,345,416 

関西空港,206,34,0,280,618,116,45,66,145,89,85,95,132,101,6723,8735 

JR 京都駅,41,6,231,0,158,46,12,15,30,21,25,21,52,20,1999,2677 

JR 大阪駅,107,17,416,163,0,45,19,42,78,49,58,60,98,56,4940,6148 

奈良,25,2,64,31,68,0,5,4,9,13,8,8,14,9,926,1186 

阪神尼崎駅,6,2,32,9,28,3,0,4,3,7,10,3,29,14,412,562 

JR 尼崎駅 17 4 65 26 90 12 2 0 14 14 8 14 15 10 462 753 

 

 

 

 

 

 

地点を指定 
▶ 



うえ OD 表の形式で表示する画面が以下であ

る。寄り道を考慮しない概ねの最短所要時間

を概観することが出来る仕組みである。 
 

 
図 9 地点間所要時間 

(日次・表形式・10%の平均) 

 
６．運用継続にあたって 
 

現在関西三空港に設置されているセンサは、

本調査研究を行う目的で、研究の代表者の所

属する東海国立大学機構名古屋大学が計測の

主体となり運用が行われている。 

 

 

図 10 現在観測調査実施の周知ステッカー 

 

本調査研究は、2022 年度で終了する。2023
年度以降の計測継続を行うには、その後の計

測主体を明確にしておく必要がある。この対

応には、次の 3 つの選択肢が考えられる。 
・名古屋大学等で構成される現在の組織がそ

のまま、計測主体となる方法 

・各空港運営会社（関西エアポート等）が計測 

主体となる方法 

・関西広域流動解析コンソーシアムにセンサ

を移管し、コンソーシアムが計測主体とな

る方法 

計測の継続には、センサの年間維持費の負

担や継続的にこの費用を捻出するための事業

モデルの成立が条件となるため、センサの運

用を継続することにより得られるメリットと

費用負担の関係を明確にし、関係者による協

議と合意形成を図る必要がある。 

 年間維持費に関して、データ活用の有用性

を加味して、空港運営会社で負担することが

できれば、センサから取得されるすべての RAW

データを含めたデータ解析の権利は、空港運

営会社が保有することとなる。一方で、デー

タ解析の権利を空港運営会社において維持・

保有する必要がない場合は、引き続き大学が

計測主体となる方法もあるが、持続可能な研

究費の獲得が求められる。もう 1 つの方法と

して、センサを関西広域流動解析コンソーシ

アムに移管し、コンソーシアムがセンサの運

営を行う方法がある。この場合は空港内の流

動解析に関する様々なニーズに対応した詳細

な分析を行うことはできなくなるが、関西圏

の主要ターミナル間の広域流動解析の結果が

提供される。 

コンソーシアムが運営を行う場合は、コン

ソーシアムは任意団体（権利能力なき社団）

であることから、経営継続の担保性は高くは

ないため、コンソーシアムの活動終了ととも

に計測が終了する可能性が生じる。 

持続可能な観測に向けては関係主体の協議

の上で、意思決定を今後行う見込みである。 

 

７．おわりに 
 本調査研究では、関西三空港の Wi-Fi パケ

ットセンサに関して、到着側の観測のみなら

ず、出発側の観測においてもリアルタイム観

測が可能な環境の整備を行った。その結果と

して、各空港における時間帯別の利用客の推

移や滞在時間の把握、空港利用者の長期傾向

把握が可能となった。2020 年 1 月半ばに国内

で最初に COVID-19 の感染が発生してから、

私たちの生活は多くの移動制約を受け、人流

把握の重要性が増す中で、Wi-Fi パケットセン

サによる常時観測の環境整備により得られる

データ、さらに分析される人流動は大きな価

値がある。さらにわが国では DX 化が産業界



を中心に進められており，その貢献も期待さ

れる。 
本調査研究で対象とした関西三空港では、

関西広域流動解析コンソーシアムと連携し、

継続的な流動解析を続けることで、2025 年大

阪・関西万博に向けて、更なる活用が期待さ

れる追加設置が望まれるところである。 
 一方で継続的運用には多大な費用が必要と

なり、その事業間での負担方法やデータを介

在とするビジネスモデルの構築が早急に求め

られている。こうした広域流動基盤の整備・

運用はイニシャルコスト・ランニングコスト

が必要となるが、ひとつのソリューションと

して、関西の関連する経済団体や自治体、国

土交通省等の関連する機関と連携することが

求められる。関西圏においては多様な主体間

での連携することができた一方で、空港や鉄

道駅のターミナルを中心に、より広い範囲で

人流動はなされており、更なる大きな規模で

の流動解析ができる仕組みづくりが期待され

る。 
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